
必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1 4 －1 地域の集客力アップ事業
観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2013 － 7,000 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

2 4 －1
ＦＩＴに対応したキラーコンテ
ンツ整備事業

観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2016 － 17,782 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

3 4 －1 広域観光連携誘客促進事業
観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2017 － 67,003 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

4 4 －1 秋田犬の里魅力アップ促進事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 2016 2020 57,101 Ａ Ａ Ｂ Ｅ

5 4 －1 白神山地保全推進事業 生活環境部 自然保護課 2016 － 15,789 Ｂ Ａ Ｂ Ａ

6 4 －1 自然公園等施設整備事業 生活環境部 自然保護課 1972 － 143,000 Ａ Ａ Ｂ Ａ

7 4 －1 県単自然公園等施設整備事業 生活環境部 自然保護課 1972 － 80,866 Ａ Ａ Ｂ Ａ

8 4 －1 観光連盟強化支援事業
観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2000 － 24,480 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

9 4 －1 観光連携団体共同事業
観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 1992 － 8,853 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

10 4 －1 宿泊施設経営革新支援事業
観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 2019 2021 57,460 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ

11 4 －1
ＩＣＴを活用した訪日外国人受
入態勢整備事業

観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2019 2020 22,048 Ｂ Ｂ Ｂ Ｅ

12 4 －1 秋田の観光宣伝力強化事業
観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2015 － 97,017 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

13 4 －1
重点市場におけるＦＩＴ誘客プ
ロモーション事業

観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2018 － 207,878 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

14 4 －1
東北デスティネーションキャン
ペーン推進事業

観光文化ス
ポーツ部

観光振興課 2019 2021 2,850 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

15 4 －1
あきたびじょんブランド化推進
事業

観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 2014 2020 47,751 Ｂ Ａ Ｂ Ｅ

16 4 －1 環日本海クルーズ推進事業 建設部 港湾空港課 2013 － 72,306 Ａ Ｂ Ｂ Ａ

17 4 －1
「秋田港クルーズ」まちづくり
拠点形成事業

建設部 港湾空港課 2016 － 51,651 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

令和２年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No 施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和元年度
事業費
(千円）



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 22

0404010104 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化地域の集客力アップ事業
国内外からの観光客に選ばれる誘客コンテンツづくりの推進01

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 2261 笠井　潤 窪田　真理

平成25 令和99

　近隣県からの誘客や県内観光客の流動を促進し、県内における滞在時間を増加させることで、本県　平成２５年度のデスティネーションキャンペーンで実施したアンケートによると、本県への観光客
の観光客数・宿泊客数を増加させ、経済効果の波及を図る。は、隣県・近県からの比率が高いとともに、リピーターも多いことから、近県・隣県への誘客宣伝は

高い効果が期待される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、隣県で実施しているアンケートにおいても、秋田県への来訪率・再訪率が高いことから、多
くの観光客が集まるイベントを支援し、更に知名度を向上させ集客力を高めることで、近隣県からの
誘客や滞在時間の増加を図っていくもの。 ● ○

県内の観光協会等の観光関係団体

本県及び近隣県の住民　平成２７年春の「北陸新幹線」の金沢開業、２８年春の「北海道新幹線」新函館開業と、新幹線の
新路線の開通が続いており、首都圏等からの国内旅行の動向が大きく変遷しつつある。

　県内外からの集客が期待される大規模イベントの開催を支援し、近隣県からの観光誘客や県内にお
ける観光流動の促進を図る。

● ○ ○■ □ R01 10

○ ● ○ （一次評価結果）��　県内外からの集客が期待できる大規模イベントについて広告宣伝を強化し、その集客力を高め
ることで、県内外の観光流動を促進しており、地域の取組と連携しながら行う事業としても効果的である。

■ □ □ □
□

　イベントの知名度を高めるため、情報提供や広告掲出などの際に、積極的に規模の大きなイベントをＰＲした。
　盛岡市、弘前市、庄内地域でアンケートをとったところ、秋田を訪れたことがある人の割合が約９

割、そのうち１年に１回以上秋田県を訪れるという人が５割を越えている。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

地域の集客力アップ事業 秋田県内で開催される大規模なイベントに対して支援を行うことで、観光客増加を促し、
01

地域への経済効果の波及を図る。       8,998       7,000       5,600       5,600       5,600       5,600              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   8,998       7,000       5,600       5,600      5,600       5,600

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      7,000       5,600      8,998       5,600       5,600       5,600              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

延べ宿泊者数

○ ●●県内宿泊施設の延べ宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施する「宿泊旅行統計調査」の集計結果が現時点で発表になっていないこと
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 による。（７月以降）なお、上記調査の速報値（3,600,020人）において、目標値に対す

る達成率が１００％を超えていることから、有効性はあると判断する。 ○ 3,700,000               3,500,000 3,600,000                                         

 3,505,130                                                                          

○ ●ｂ／ａ 100.1%     0%     0%                               

○○ ○東北は青森県が増加し、岩手・宮城・山形・福島県で微増。全国は微増。
令和01年度の効果 平成30年度の効果

観光庁「宿泊旅行統計調査」
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　市町村や実行委員会に対し、より一層の自主財源を求めることにより、コストの削減に                                                                                   
努めている。ａ／ｂ                                                 

　県内外からの集客が期待できる大規模イベントについて広告宣伝を強化し、その集客力●
を高めることで、県内外の観光流動を促進しており、地域の取組と連携しながら行う事業○ ○○ ○ としても効果的である。

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　一定規模以上のイベントを支援することで、全国規模の環境変化の影響を受けにくくリ

○ピーター化が期待できる近隣県からの観光客の増加を図っている。

○

○○ ● ○
　近隣県の住民の多くは本県に来報したことがあり、かつ半数以上は年に１回以上の訪問
実績があることから、次回の来訪のきっかけとなるような、魅力的なイベントの広告宣伝
を行うことは効果的である。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　市町村や実行委員会は、主にイベント継続開催を目的としており、新たな客層を獲得す
るための広告宣伝等を行うために県がイベントを支援することは、県内の観光流動を促進
する意味でも効果的である。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成30 令和02 04 27

0404010106 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化ＦＩＴに対応したキラーコンテンツ整備事業
国内外からの観光客に選ばれる誘客コンテンツづくりの推進01

観光文化スポー 観光振興課 誘客推進班 2265 笠井　潤 伊藤　翔太郎

平成28 令和99

本県ならではのキラーコンテンツを整備するとともに、時期を逸せず情報を発信することで、更なる国では平成28年を「東北観光復興元年」と位置付け、東北観光復興対策交付金等を活用して2020年ま
認知度向上や誘客の促進につなげる。でに東北の外国人宿泊者数を約3倍の150万人泊に押し上げることを目指している。平成28年における

本県の訪日外国人宿泊者数は、対前年比で125.1%と東北全体の123.3%を上回るものの、宿泊者数は東
北最下位である。このような状況を踏まえ、台湾や香港等を中心に増加傾向にあるＦＩＴ(外国人個
人旅行者）の誘客促進を図るため、本県のキラーコンテンツを整備し、情報発信を強化する必要があ
る。 ● ○

県

一般消費者等台湾や香港等を中心にＦＩＴが増加傾向であるものの、全国と比較すると誘客が進んでいない。

各市場のニーズを踏まえ、秋田犬や里山サイクリング、スノーリゾート等の情報を発信するとともに
、受入態勢を整備する。

● ○ ○■ □ H31 03

● ○ ○ （一次評価結果）��　今後更なる増加が見込まれるＦＩＴ（海外個人旅行者）の本県への誘客を図るため、台湾や香
港等へ対し、本県ならではのキラーコンテンツを活用した情報発信を強化するとともに、旅行商品の造成の促進など
の取組を継続して実施する必要がある。

□ □ ■ □
□

秋田の観光創生推進会議の総会や運営幹事会において、増加傾向の訪日外国人旅行者を見据えた取組

を希望している事業者が多い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

ＡＫＩＴＡ里山サイクリング推進事業 サイクリングコースの整備やコースを活用した着地型プログラムの提供など、「高質な田
01

舎・秋田」イメージに相応しい「里山サイクリング」の普及拡大を図る。      11,608       3,615       8,857       8,857       8,857       8,857              

ＡＫＩＴＡスノーリゾート推進事業 秋田ならではのスノーアクティビティを造成するとともに、これらを活用したモデルツア02
ーの催行や冬季観光コンテンツの情報を発信する。      44,035       8,103       7,032       7,032       7,032       7,032              

秋田犬を活用したＦＩＴ誘客対策事業 外国人にも人気の高い「秋田犬」を活用し、海外からの誘客を図るため、「秋田犬ふれあ
03              いライン」の認知度向上を図るとともに、情報発信を強化する。      13,265       6,064                                             

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  68,908      17,782      15,889      15,889     15,889      15,889

東北観光復興対策交付金                   12,710      12,710      12,710     68,908      14,224      12,710

                                                                               

                                                                               

      3,558       3,179                 3,179       3,179       3,179              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

秋田県外国人延べ宿泊者数（全施設）

○ ●●県内宿泊施設の外国人宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施している「宿泊旅行統計調査」の集計結果（確定値）の公表が7月以降に
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 なるため、現時点で判定できないが、目標値に対し、速報値（130,780人泊）が87％であ

ることから、有効性をＢと判定した。 ○   175,000                 125,000   150,000    200,000                              

   123,430                                                                          

○ ●ｂ／ａ  98.7%     0%     0%     0%                         

○○ ○東北、全国ともに前年比増
令和01年度の効果 平成30年度の効果

観光庁宿泊旅行統計調査
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

ターゲットや時期を絞った情報発信等を実施するほか、関係市町村や団体等のイベントを                                                                                   
活用するなど、コストの縮減に努めている。ａ／ｂ                                                 

今後更なる増加が見込まれるＦＩＴ（海外個人旅行者）の本県への誘客を図るため、台湾●
や豪州等の市場に対し、本県ならではのキラーコンテンツを活用した情報発信を強化する○ ○○ ○ とともに、旅行商品の造成促進などの取組を継続して実施する必要がある。

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
本県のキラーコンテンツを磨きあげるとともに、ターゲットを絞り情報を発信することで

○、他県との差別化を図りながら、誘客を促進する必要がある。

○

○● ○ ○
秋田の観光創生推進会議等において、今後も増加が予想される海外からの観光客の本県へ
の誘客を図るため、本県独自のキラーコンテンツを活用した情報発信が求められている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

海外からの誘客を図り、県内周遊を促進するためには、県域での事業展開を図ることが必
要不可欠であることから、県が関与する必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成30 令和02 04 23

0404010107 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化広域観光連携誘客促進事業
国内外からの観光客に選ばれる誘客コンテンツづくりの推進01

観光文化スポー 観光振興課 誘客推進班 2265 笠井　潤 佐々木　直

平成29 令和99

　東北地方が連携し広域プロモーションを実施することで、訪東北外国人旅行者等の観光流動を促進　国では、平成28年を「東北観光復興元年」に位置付け、東北観光復興対策交付金等を活用して、20
する。20年までに東北の外国人宿泊者数を約3倍の150万人泊に押し上げることを目指している。平成28年に

おける本県の外国人宿泊者数は、対前年比で125.1%と東北全体の123.3%を上回るものの宿泊者数は東
北最下位である。このような状況を踏まえ、訪東北外国人旅行者の観光流動を促進するため、北東北
三県や東北六県等と連携した広域的なプロモーションを展開する必要がある。

● ○

東北各県、東北観光推進機構

訪日外国人及び訪日予定外国人　観光客の観光行動が広域化する一方、観光地間の競争が激化していることから、東北各県及び東北
観光推進機構と共同で観光誘客事業を実施するなど、広域的な連携による観光施策の推進が求められ
る。

東北の二次交通プラットフォームの強化、富裕層向けプロモーションの充実とともに、ADARA（トラ
ベルデータ）を活用したプロモーション事業を行う。

● ○ ○■ □ H30 11

○ ● ○ （一次評価結果）��　他地域との差別化を図り東北への誘客を拡大させるために、東北地方が連携して観光誘客事業
を実施していくことが重要である。平成２８年３月に閣議決定された「明日の日本を支える観光ビジョン－世界が訪
れたくなる日本－」においても、東北への観光誘客は大きなテーマとなっており、継続して取り組む必要がある。

□ ■ ■ □
■ エージェント招聘事業実施時の聞き取りなど

　東北地方の認知度を高め観光誘客を促進するため、東北各県及び東北観光推進機構が共同で、動画やＳＮＳ、旅行
　訪日外国人の旅行客の動向を見据え、台湾やタイ、韓国、中国などの市場をターゲットにした誘客 会社招聘によるプロモーションや冬季観光コンテンツづくりなどの受入体制整備を実施した。

への取組を必要としている事業者が多い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

東北の魅力ある観光コンテンツを活用したオ動画の充実や口コミによる情報発信を強化するとともに、富裕層をターゲットにしたプロ
01 ール東北連携事業 モーションを新たに行うなど、東北各県共同で訪日外国人誘客を図る。      94,953      67,003      59,828      59,828      59,828      59,828              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  94,953      67,003      59,828      59,828     59,828      59,828

東北観光復興対策交付金                   47,862      48,196      48,196     75,962      48,196            

                                                                               

                                                                               

     18,807      11,966     18,991      11,632      11,632      59,828              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

秋田県外国人延べ宿泊者数（全施設）

○ ●●県内宿泊施設の外国人宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　官公庁が実施している「宿泊旅行統計調査」の集計結果（確定値）の公表が7月以降に
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 なるため、現時点で判定できないが、目標値に対し、速報値（130,780人泊）が87％であ

ることから、有効性をＢと判定した。 ○   175,000                 125,000   150,000    200,000                              

   123,430                                                                          

○ ●ｂ／ａ  98.7%     0%     0%     0%                         

○○ ○東北、全国ともに前年比増
令和01年度の効果 平成30年度の効果

観光庁宿泊旅行統計調査
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

●
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　事業毎に精査し、事業の廃止や統合を行うなどコスト縮減に努めている。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

　他地域との差別化を図り東北への誘客を拡大させるために、東北地方が連携して観光誘●
客事業を実施していくことが重要である。また、平成２８年３月に閣議決定された「明日● ○○ 0 0 ○ の日本を支える観光ビジョン－世界が訪れたくなる日本－」においても、東北への観光誘
客は大きなテーマとなっており、継続して取り組む必要がある。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　国内での訪日外国人の誘客競争が激化するなか、他地域との差別化を図りながら、東北

○各県及び東北観光推進機構が共同で東北への観光誘客を図る必要がある。

○

○● ○ ○
　秋田県をはじめとした東北各県の地方自治体や観光事業者が加盟している「東北観光推
進機構」会員へのヒアリングや、動機国で実施した各種アンケート調査などを通じて住民
ニーズを把握している。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　東北が一丸となって観光振興を図ることを目的としていることから、挙県的な事業とし
て、県が主体的に進める必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成28 令和02 04 17

0404010108 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化秋田犬の里魅力アップ促進事業
国内外からの観光客に選ばれる誘客コンテンツづくりの推進01

観光文化スポー 交通政策課 調整・広域交通班 1282 岡部　研一 小野　将文

平成28 令和02

　海外で知名度が高い「秋田犬」を活用し、国内外からの観光客の増加や、秋田犬の里である本県の　インバウンドを含めた観光誘客において地域間の競争が激化する中、秋田県への誘客拡大を図るた
魅力アップを図る。めには、他県との差別化が可能な、秋田県ならではの観光資源を活用したPRが効果的である。秋田犬

は、日本では「忠犬ハチ公」のエピソードでも有名であるが、海外では、「Akita」として高い知名
度を誇り、「Akita」の検索数は、「Mount Fuji」の２倍を超えている。その秋田犬を核とした観光
地域づくりを進め、国内外からの誘客にフル活用することにより、外国人等の観光客に本県を訪問す
る動機を与え、国内外からの誘客を拡大するとともに、地域の足を支える三セク鉄道等地域交通の利 ○ ●
活用拡大を含めた、地域の創生を図る。

　県及び公共交通事業者等

　観光客及び秋田犬愛好家等　地元市町村で構成する地域連携ＤＭＯ「秋田犬ツーリズム」では、秋田犬をテーマとしたＰＲ動画
等を制作し、国内外に向けて地域の魅力発信を強化しているほか、秋田内陸縦貫鉄道では、令和元年
度は３万３千人を超えるなど、訪日外国人旅行者の認知度も向上している。さらに、平昌冬期五輪で

　国内外で知名度の高い「秋田犬」を活用し、秋田犬の里である本県の魅力アップを図るため、大館注目を浴びた金メダリストが秋田犬の飼育を熱望しているとメディアで大きく取り上げられるなど、
能代空港、フェリー秋田航路及び県内第三セクター鉄道等を利用する旅行商品の造成を支援するほか海外で人気が高まる秋田犬を観光資源として生かす取組や受入態勢の整備が加速している。
、秋田内陸線車両への秋田犬のラッピング等を実施する。

● ○ ○■ ■ R01 08

○ ● ○ （一次評価結果）��国内外で知名度が高い「秋田犬」を活用し、秋田犬の里である本県の魅力アップを図るため、引
き続き県内の空港や第三セクター鉄道等のイメージアップや利便性の向上を図る。

■ □ □ □
□ 県民意識調査

　重要課題として県に力をいれてほしいことを５０項目から選択してもらった結果、「鉄道や航空・

地域交通などの整備」が８位であった。（前年度までは、４０項目中「交通ネットワーク等の整備」

が７位であった。）

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

秋田犬の里いらっしゃいませ事業 　県内の空港、フェリー秋田航路及び三セク鉄道等を活用し、県内観光地を巡る旅行商品
01

造成の支援を行い、公共交通機関の観光利用の促進を図る。      11,850       8,933      11,840                                               

秋田犬列車整備事業 秋田内陸線の車両を秋田犬をイメージした内装や外装（ラッピング等）に改装するととも03
に、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備等を行い、インバウンドを含む観光客の利便性の向上を図る。      26,199      41,188      25,000                                               

秋田犬の里情報発信コンテンツ強化事業 大館能代空港の利便性向上を図るため、デジタルサイネージ、モニター映像、企業ファン
05              クラブ情報発信コンテンツの整備を図る。                  6,980                                             

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  38,049      57,102                            36,840            

地方創生推進交付金                   18,420                            19,025      28,551            

                                                                               

                                                                               

     28,551      18,420     19,025                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

大館能代空港の羽田線利用者数

● ○●大館能代空港の羽田線利用者数
●○ ○●○

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○   135,000        135000   133,000   134,000                                         

   150,570                 148,761                                                  

○ ●ｂ／ａ 113.2%   111%     0%                               

○○ ○
令和01年度の効果 平成30年度の効果

大館能代空港管理事務所発表の空港利用状況
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 4

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　既存の映像モニターやシステム、映像等を極力採用することで、事業費を圧縮した。ま                                                                                   
た営業活動においては他の事業と併せて行うことで、コストを縮減した。ａ／ｂ                                                 

　地方創生推進交付金が令和２年度で終了することから、本事業としては終了するが、国○
内外で知名度が高い「秋田犬」を活用し、秋田犬の里である本県の魅力アップを図るため○ ○○ ○ 、引き続き県内の空港や第三セクター鉄道等のイメージアップや利便性の向上を図る。

○

○

●

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　秋田犬をテーマとした事業を展開する地元の関係団体等で構成する地域連携DMO「秋田

○犬ツーリズム」等との連携により、観光受入体勢の充実に向けて一層効果的に事業を実施
することができる。 ○

●● ○ ○
　令和元年５月から６月にかけて実施した県民意識調査において、「重要課題として県に
力をいれてほしいこと」を５０項目から選択してもらった結果、「鉄道や航空・地域交通
などの整備」が８位であったこと。（前年度までは、４０項目中「交通ネットワーク等の

○整備」が７位であった。）

○● ○
■ □ □

○□

　空港は、空港法に基づき県が管理しており、引き続き、県が利用促進を図る必要がある
。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成28 令和02 05 01

0404010201 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化白神山地保全推進事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

生活環境部 自然保護課 調整・自然環境班 1614 澤田智志 池端卓也

平成28 令和69

　白神山地が環境教育の場として適正に利用され、県民等にその素晴らしさや価値を伝えるため、白　白神山地はブナ林を主とした森林生態系が世界的に類稀な価値があると認められて、日本で初めて
神山地を巡視・案内する人材が一定数存在し、世界遺産として価値ある状態で将来へ残していくための世界自然遺産となった。平成２５年度に改定された「白神山地世界遺産地域管理計画」に基づき、
の保全活動を行うことができている状態を目指す。各種のモニタリング調査結果を反映した順応的管理を行うとともに、白神山地の世界遺産としての価

値と素晴らしさを環境教育や自然体験等を通じて県民等に伝え、白神山地を将来にわたって守り伝え
ていくことが必要である。

○ ●

県

県民、県外からの観光客　世界遺産の価値と魅力を来訪者に伝え、白神山地の自然環境を保全する役割を担う白神ガイドが高
齢化し、遺産地域に精通した人材が減少しているため、遺産地域の保全管理等にも支障が生じること
が懸念される。

①白神山地の世界遺産としての価値と魅力を県民等へ伝えるための環境イベントを開催。②白神山地
の自然に接する機会の少ない、県央・県南地区の小学生を対象とした自然体験教室の実施。③県認定
のガイド（あきた白神認定ガイド）資格を付与するための講習・試験の実施を通じた、白神山地保全
推進を担う人材としての白神ガイドの育成④白神山地の世界遺産としての価値や魅力を伝えられる動
画の制作。

● ○ ○■ ■ R02 02

○ ● ○ （一次評価結果）��　世界遺産白神山地の魅力や保全の大切さをより多くの方に伝えるための取組や、保全を担う人
材としての白神ガイド等の育成は継続して行っていく必要がある。

□ ■ □ □
■ 県認定のガイド資格に係る面接試験

　白神山地におけるガイド団体関係者から、「白神山地を熟知している現在のガイドが現役として活

動できる間に、核心地域などを巡視できる人材を育成することが喫緊の課題である」との意見がある

。また、「秋田県側白神山地についての情報発信をより強化してほしい」との要望がある。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

白神山地環境教育推進事業 白神山地の自然に接する機会の少ない県央・県南地区の小学生を対象とした自然体験教室
01

を実施する。       2,224       2,382       3,141       3,141       3,141       3,141              

白神山地総合ガイド育成事業 世界遺産白神山地の保全推進を担う人材としての白神ガイドを育成するため、あきた白神02
認定ガイド制度を通じて講習、試験を実施する。       4,140       3,461       3,574       3,574       3,574       3,574              

白神山地世界遺産センター活動協議会負担金遺産センターのソフト部門を担当する活動協議会の運営費負担金
03                    2,000       2,000       2,000       2,000       2,000       2,000

世界遺産及び周辺地域保全・活用対策推進事世界遺産地域管理計画に基づく保全とその周辺における利活用等の協議会にかかる経費
04 務費         332                      190         194         332         332         332

白神山地エコツーリズム推進事業 世界遺産である白神山地を将来にわたって保全していくため、その魅力や重要性を発信す05
             るエコツーリズムに係る取組を行う。                  4,035       4,035       4,035                 4,035

－ その他合計－                               6,139                             7,752            

                  14,693      15,789      13,082      13,082     13,082      13,082

                                                                               

                                                                               

             企業版ふるさと納税による寄付金、環境保全基金及び地域活性化対策基金      14,693      15,789       9,086       9,086      9,086       9,086

                 3,996          0       3,996       3,996       3,996              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

自然体験教室参加児童数

● ○●自然体験教室参加児童数
●○ ○●○

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○        80                      80        80         80                              

        78                      85                                                  

○ ●ｂ／ａ  97.5% 106.3%     0%     0%                         

○○ ○世界遺産をフィールドにした自然体験は数少ない。
令和01年度の効果 平成30年度の効果

県主催の自然体験教室への参加児童数
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 3

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　本事業は人材育成や環境教育等による世界遺産の保全推進を図るものであり、コスト縮                                                                                   
減の取組と事業成果との関連が明確ではない。なお、不要な事務費等の削減や委託料の精ａ／ｂ                                                 
査など、コスト縮減に取り組んでいる。

　世界遺産白神山地の魅力や保全の大切さをより多くの方に伝えるための取組や、保全を●
担う人材としての白神ガイド等の育成は継続して行っていく必要がある。○ ○○ ○

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　世界遺産地域の保全を担うことができる人材の育成と白神山地の適正な保全推進という

○事業目的は、現在白神山地が抱える各種課題解決の方法として妥当である。

○

○○ ● ○
　白神山地の魅力や保全の大切さを伝えるための情報発信や保全推進の担い手育成のため
の取組は、住民ニーズに合致している。

●

○● ○
■ □ □

○□

　ユネスコで登録された世界遺産の適正な保全推進は、国や青森県、関係する地元の自治
体等との幅広い連携と協力が求められる取組である。また、白神山地の自然環境保全は、
世界遺産条約により規定された義務である。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 05 11

0404010203 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化自然公園等施設整備事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

生活環境部 自然保護課 自然公園班 1612 澤田智志 高橋政行

昭和47 令和99

　自然公園の環境保全と安全性・快適性の確保が図られ、利用者の満足度が向上する。　ワークライフバランスの浸透や、健康志向・自然志向の高まりを背景に、自然とふれあう場の充実
を求める声が増えている。自然公園の適正利用と環境保全を図るため、公園内の施設整備を推進する
必要がある。

○ ●

　県

　自然公園利用者　施設の安全性・快適性の向上に対するニーズの高まりとともに、高齢者や外国人観光客の利用に対
応した施設整備が求められている。しかしながら、既存施設の老朽化に伴って維持管理経費や改修費
用が増加しており、その財源確保が大きな課題となっている。

　自然公園内の遊歩道や公衆トイレ等の整備を行う。

● ○ ○□ ■ R01 11

● ○ ○ （一次評価結果）��　県民が求める自然とのふれあいの場の安全性・快適性の向上と、自然環境の保全を図るため、
引き続き施設整備を推進する必要がある。なお、実施に当たっては、利用上著しく危険な箇所や県民からの要望が高
い箇所など、優先度に応じて予算を配分しながら、適切な事業執行に努める。

□ □ □ □
■ 市町村等からの要望

　市町村からの意見聴取を踏まえ、著しく危険な箇所や県民からの要望の多い箇所など、優先度の高い箇所から順次
　地元市町村や自然公園管理員を通じて、建物や遊歩道等の毀損状況と整備要望を把握しているが、 整備した。

施設の老朽化に伴い、改修を要する箇所が年々増加している。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

自然環境整備交付金事業 国定公園の施設整備を行う。
01

     41,540      50,000      50,000      40,000      40,000      40,000              

十和田八幡平国立公園満喫プロジェクト（自国立公園の施設整備を行う。02
然環境整備交付金事業）      36,100      93,000      58,000      40,000      40,000      40,000              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  77,640     143,000      80,000      80,000    108,000      80,000

自然環境整備交付金                   51,500      37,600      37,600     36,743      69,000      37,600

公共事業債等                   32,100      53,300      40,700      30,000      30,000      30,000

             市町村負担金       8,097      14,590       8,000       8,000     11,195       8,000

      6,110       4,605        700       4,400       4,400       4,400              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

国立公園・国定公園施設整備箇所数

● ○○公園施設整備箇所数
●○ ○●●

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○         2                       2         2          2                              

         4                       4                                                  

○ ●ｂ／ａ   200%   200%     0%     0%                         

○○ ○特になし
令和01年度の効果 平成30年度の効果

自然保護課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 3

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　事業実施に当たっては、施工コストのみならず、維持管理を含めたトータルコストの低                                                                                   
減を図っているほか、整備箇所は、市町村等からの要望や毀損の状況等に基づき、優先順ａ／ｂ                                                 
位を付けて、最低限の補修を行っている。

　県民が求める自然とのふれあいの場の安全性・快適性の向上と、自然環境の保全を図る●
ため、引き続き施設整備を推進する必要がある。なお、実施に当たっては、利用上著しく○ ○○ ○ 危険な箇所や県民からの要望が高い箇所など、優先度に応じて予算を配分しながら、適切
な事業執行に努める。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　自然公園は県民が自然にふれあう場であり、公園内の環境保全と利用者の安全性・快適

○性を確保するため、施設整備の推進は必要である。

○

●● ○ ○
　施設の老朽化に伴い、改修要望が多くなっている。要望を踏まえ、自然環境整備計画を
策定して事業を実施している。

○

○● ○
■ □ □

○□

　国定公園は、自然公園法に基づき県が自然公園事業を行うこととなっており、既存施設
の改修等は県が行う必要がある。また、国立公園においても過去に整備した施設は県に管
理責任があることから、改修等を行う必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 05 11

0404010204 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化県単自然公園等施設整備事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

生活環境部 自然保護課 自然公園班 1612 澤田智志 高橋政行

昭和47 令和99

　自然公園内の環境保全と安全性・快適性の確保に向けた整備を行い、利用者の満足度が向上する。　ワークライフバランスの浸透や、健康志向・自然志向の高まりを背景に、自然とふれあう場の充実
を求める声が増えている。自然公園の適正利用と環境保全を図るため、公園内の施設整備を推進する
必要がある。

○ ●

　県

　自然公園利用者　施設の安全性・快適性の向上に対するニーズの高まりとともに、高齢者や外国人観光客の利用に対
応した施設整備が求められている。しかしながら、既存施設の老朽化に伴って維持管理経費や改修費
用が増加しており、その財源確保が大きな課題となっている。

　自然公園内の遊歩道や公衆トイレ等の整備を行う。

● ○ ○□ ■ R01 11

● ○ ○ （一次評価結果）��　県民が求める自然とのふれあいの場の安全性・快適性の向上と、自然環境の保全を図るため、
引き続き施設整備を推進する必要がある。なお、実施に当たっては、利用上著しく危険な箇所や県民からの要望が高
い箇所など、優先度に応じて予算を配分しながら、適切な事業執行に努める。

□ □ □ □
■ 市町村等からの要望

　市町村からの意見聴取を踏まえ、著しく危険な箇所や県民からの要望の多い箇所など、優先度の高い箇所から順次
　地元市町村や自然公園管理員を通じて、建物や遊歩道等の毀損状況と整備要望を把握しているが、 整備した。

施設の老朽化に伴い改修等を要する箇所が年々増えている。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

自然公園施設修繕・改修費 自然公園内の自然環境の保全と公園利用者の安全性、快適性の向上を図るため、歩道、休
01

憩施設及び公衆トイレ等を整備する      87,357      78,284      64,516      38,000      38,000      38,000              

山の環境整備県民協働事業 高校山岳部や山岳会等との協働による登山道の再整備を行い、遭難事故の防止を図る02
      3,689       2,582       2,347       2,000       2,000       2,000              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  91,046      80,866      40,000      40,000     66,863      40,000

                                                                               

一般事業債、行革債                   68,700      63,200      39,200      27,900      27,900      27,900

             市町村負担金      16,429      13,075       9,000       9,000     17,683       9,000

      4,591       9,980      5,917       3,100       3,100       3,100              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

国定・県立公園施設の新設整備箇所数

● ○○公園施設の新設整備箇所数
●○ ○●●

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○         1                       1         1          1                              

         2                       6                                                  

○ ●ｂ／ａ   200%   600%     0%     0%                         

○○ ○特になし
令和01年度の効果 平成30年度の効果

自然保護課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 3

●
●○

○ ●
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　事業実施に当たっては、施工コストのみならず、維持管理を含めたトータルコストの低                                                                                   
減を図っているほか、整備箇所は市町村等からの要望や毀損の状況等に基づき、優先順位ｂ／ａ                                                 
を付けて、最低限の補修を行っている。

　県民が求める自然とのふれあいの場の安全性・快適性の向上と、自然環境の保全を図る●
ため、引き続き施設整備を推進する必要がある。なお、実施に当たっては、利用上著しく○ ○● 0 0 ○ 危険な箇所や県民からの要望が高い箇所など、優先度に応じて予算を配分しながら、適切
な事業執行に努める。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　自然公園は県民が自然にふれあう場であり、公園内の環境保全と利用者の安全性・快適

○性を確保するため、施設整備の推進は必要である。

○

●● ○ ○
　施設の老朽化に伴い、改修要望が多くなっている。要望を踏まえ、自然環境整備計画を
策定して事業を実施している。

○

○● ○
■ □ □

○□

　国定公園、県立自然公園は自然公園法や秋田県立自然公園条例に基づき県が自然公園事
業を行うこととなっている。また、国立公園においても過去に整備した施設は県に管理責
任があることから、改修等を行う必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 20

0404010208 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化観光連盟強化支援事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 2261 笠井　潤 窪田　真理

平成12 令和99

　観光連盟は、行政や関連団体、会員である事業者等の連携の場の構築、会員活動のサポート等を行　（一社）秋田県観光連盟は、市町村、観光関係団体等を会員とする全県を対象にした観光振興を目
うコーディネート役として、民間主導の取り組みを推進するとともに、県の観光施策と連携しながら的とする唯一の団体であり、県を挙げて推進する誘客・宣伝活動の具現者として、観光情報の発信・
、本県観光産業全体の収益性向上を目指す。や誘客宣伝の強化とともに、地域観光活性化に取り組んでおり、本県の観光振興にとって不可欠な組

織であることから、組織の維持・強化のために補助を行う必要がある。

● ○

（一社）秋田県観光連盟

一般県民、市町村、観光協会、民間会員　会員数の増加を目指して努力しているものの、既存会員の廃業等により会員数は横ばいで、自主財
源の不足等により、観光連盟は県からの受託事業者としての立ち位置から脱却できていない。

　観光連盟は県の定めた方針等を踏まえ、観光情報の一元的収集・発信、地域資源の磨き上げ、地域
の若手リーダーの育成、誘客・宣伝活動を展開する。

● ○ ○■ □ R02 04

● ○ ○ （一次評価結果）��　本県の観光を総合戦略産業として育成するため、県の施策との整合性を図りながら、全県の観
光振興を担う唯一の民間団体である観光連盟の取組を支援するとともに、更なる連携の強化を図りながら、観光振興
に取り組む必要がある。

□ ■ ■ □
□

　全県域をカバーする観光連盟の事業を積極的に支援し、財政の安定化を図るとともに事業執行への関与を継続した
　観光連盟会員にヒアリングを行った結果、情報の一元的収集・発信、資源の磨き上げ、人材育成、 。

誘客・宣伝活動等にこれまで以上の期待があり、それら要望に添った事業を展開することとしている

。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

観光連盟強化支援事業 観光連盟の組織強化及び安定的な事業執行を行うため補助する。
01

     24,480      24,480      24,480      24,480      24,480      24,480              

バリアフリー観光推進全国フォーラム開催支バリアフリー観光推進全国フォーラムの開催に要する経費を補助する。02
援事業                             1,000                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  24,480      24,480      24,480      24,480     25,480      24,480

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     24,480      25,480     24,480      24,480      24,480      24,480              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

延べ宿泊者数

○ ●●県内宿泊施設の延べ宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施する「宿泊旅行統計調査」の集計結果が現時点で発表になっていないこと
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 による（７月以降）。なお、上記調査の速報値（3,600,020人）において目標値に対する

達成率が80％を超えていることから、有効性はあると判断し、Ｂ判定とする。 ○ 3,700,000               3,500,000 3,600,000  3,800,000                              

 3,505,130                                                                          

○ ●ｂ／ａ 100.1%     0%     0%     0%                         

○○ ○東北：41,896千人（H30確定値）、全国：538,002千人（H30確定値）
令和01年度の効果 平成30年度の効果

宿泊旅行統計調査
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

○
●●

○ ●
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　旅費等を精査し、経常経費の圧縮を行うなど、コスト縮減に努めている。                                                                                   

ｂ／ａ                                                 

　本県の観光を総合戦略産業として育成するため、全県の観光振興を担う唯一の民間団体●
である観光連盟を支援するとともに、更なる連携の強化を図りながら、取組を推進する必● ○○ 0 0 ○ 要がある。

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　地域主体の観光地づくり、テーマ別観光資料の発行のほか、外国人観光客に対応するコ

○ンシェルジュの設置、バリアフリー観光の推進、指さしコミュニケーションツールの作成
や勉強会等受入態勢の強化に取り組んでおり、県の施策や民間事業者の育成に視点を置い ○
た事業を推進している。

○● ○ ○
　観光連盟会員へのヒアリング、県内外の各種イベント等を通じて、事業への住民ニーズ
が高いことを把握している。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　全県を対象にした観光振興を目的とした唯一の団体であることから、県が関与し、県の
施策と整合性を図りながら、事業を推進する必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 20

0404010209 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化観光連携団体共同事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 2261 笠井　潤 杉澤　綾香

平成04 令和99

　北東北における観光地間のネットワークを拡充整備し、海外を含む圏域外からの誘客促進を図る。　グローバル化の進展や情報通信技術の高度化等により、個人の意識やライフスタイル等が大きく様
変わりし、旅行形態や観光ニーズの多様化、個性化が急速に進行している。このような状況のもと、
域外あるいは海外からの誘客を促進するためには、北東北における観光地間のネットワークの拡充整
備を図り、行政・民間・地域住民の協働による着地型キャンペーン等の広域的な取組が必要である。

● ○

北東北三県観光立県推進協議会・秋田密着型旅行商品開発促進協議会・十和田湖冬物語実行委員会

国内外の旅行者・旅行予定者　観光客の観光行動が広域化する一方、観光地間の競争が激化していることから、観光地間のネット
ワーク化や個性化を図るとともに、広域的な連携による観光施策の推進が求められる。

　パンフレットやホームページ等による情報発信、首都圏での観光ＰＲイベント、商品造成のための
国内外エージェント等招待ツアー、二次交通支援、観光関連事業者のホスピタリティ向上支援、圏域
住民の観光に対する意識醸成、外国人観光案内所の整備、国のビジットジャパンキャンペーン関連事
業への参画など。

● ○ ○■ □ H31 03

○ ● ○ （一次評価結果）��　本県への誘客を促進していくためには、観光人材の育成、受入体制の整備、ＰＲなど、広域的
に実施していくことが重要である。平成２８年３月に閣議決定された「明日の日本を支える観光ビジョン－世界が訪
れたくなる日本－」においても、東北への観光誘客は大きなテーマとなっており、継続して取り組む必要がある。

□ □ ■ □
□

　北東北の認知度を一層向上させるため、函館での観光ＰＲイベントの実施、じゃらんと連携したインターネットで
　秋田の観光創生推進会議の総会や幹事会において、今後増加が見込まれるインバウンド需要を取り の情報発信、北東北３県合同事務所での旅行エージェント招待事業、外国人受入のためのＶＪ連携事業等を実施した

込むためには、北東北３県による広域的な観光ＰＲ等の取組を活性化させることに対するニーズが高 。

い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

観光連携団体共同事業 北東北の観光スポットをネットワーク化することにより、観光の魅力を高めるなど、北東
01

北三県が連携し、国内外からの誘致拡大を図る。       8,884       8,853       6,733       6,733       6,733       6,733              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   8,884       8,853       6,733       6,733      6,733       6,733

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      8,853       6,733      8,884       6,733       6,733       6,733              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

北東北三県宿泊者数

○ ●●北東北三県宿泊者数（千人）
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施する「宿泊旅行統計調査」の集計結果が現時点で発表になっていないこと
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 による（7月以降）。なお、速報値（14,039千人）において目標値に対する達成率が80％

を超えていることから、一定の有効性はあると判断し、Ｂ判定とする。 ○                           16,183    16,633                                         

    14,663                                                                          

○ ●ｂ／ａ  90.6%     0%                                     

○○ ○東北：41,896千人(H30確定値)、全国：538,002千人(H30確定値)
令和01年度の効果 平成30年度の効果

国土交通省「宿泊旅行統計調査」・北東北三県観光振興アクションプラン
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　事業毎に精査し、事業の廃止や統合を行うなどコスト縮減に努めている。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

　本県への誘客を促進していくためには、観光人材の育成、受入体制の整備や観光ＰＲな●
どを広域的に実施することが重要である。また、平成28年3月に閣議決定された「明日の○ ○○ ○ 日本を支える観光ビジョン－世界が訪れたくなる日本－」においても、東北への観光誘客
は大きなテーマとなっていることから、継続して取り組む必要がある。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　観光が地域の活性化に果たす役割は大きく、観光連携団体共同事業を効果的かつ効率的

○に実施する必要がある。

○

○● ○ ○
　各地域における魅力ある観光地域づくりのためには、その牽引役となる地域の担い手の
育成や活動に対する支援が求められている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　観光人材の育成、観光地域づくりの基盤の形成、広域観光の推進、地域インバウンドの
推進、観光客受入体制の整備などについては、県全体で推進していく必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和01 令和02 04 23

0404010213 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化宿泊施設経営革新支援事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

観光文化スポー 観光戦略課 企画班 1462 佐藤　功一 齋藤　貴之

令和01 令和03

　宿泊施設の改修等により受入環境の改善を実施するとともに、ＩＣＴの活用等による業員不足への　宿泊旅行統計調査における延べ宿泊者数が東北最下位である状況において、地域観光の拠点となる
対応とサービスの向上を図り、リピーターの確保につなげる。宿泊施設の整備や、需要拡大が見込まれる分野に対応した取組への支援が急務であるとともに、宿泊

施設において深刻な問題となっている従業員不足の解消に向け、ＩＣＴの活用等による生産性向上を
促進する必要がある。

● ○

県

宿泊施設経営者　新型コロナウイルス感染症の流行が拡大し、収束が見通せない中にあって、新たな設備投資が困難
な宿泊施設もある。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により変化した新たな旅行スタイルに
対応した施設整備等については、支援を強化する必要がある。

　宿泊施設の整備を行う事業者の取組を支援するとともに、宿泊施設の事業者に向けた研修会を開催
する。

● ○ ○■ □ R01 10

○ ● ○

■ □ ■ □
□

　宿泊施設の改修に対する支援やＩＣＴの活用等による生産性の向上等について、業界から強い要望

がある。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

地域観光集客拠点構築支援事業 　地域の拠点として国内外から新たな観光客を呼び込むことができる魅力的な宿泊施設づ
01

くりを促進する。                 40,141      40,052      40,052                             120,245

宿泊施設経営革新支援事業費補助金 　今後マーケットの拡大が見込まれる分野に係る新たな設備投資等に対して支援する。02
                17,270      11,266      11,266                              39,802

宿泊業における従業員不足対策事業 　宿泊施設の深刻な従業員不足に対応するため、研修会等を実施する。
03           614                    50         282         282                       

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      160,660                57,460                            51,600      51,600

地域経済循環創造事業費交付金                   20,000      20,000                            20,000            

                                                                               

                                                                               

     37,460      31,600                31,600                             160,660



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

改修した宿泊施設の宿泊者数の伸び率

○ ●●宿泊施設経営革新支援事業の補助金を活用した施設の改修実施年度と翌年度の
○○ ○○宿泊者数の伸び率の平均を指標とする。（％） ○

○ ● ○　令和元年度実施の事業にかかる指標の実績値が判明するのは令和３年２月頃であるため
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 、評価不能。また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、目標値の達成は難しい状況

にある。 ●       102                               102        102                              

                                                                                   

○ ●ｂ／ａ           0%     0%     0%                         

○○ ○算定不能
令和01年度の効果 平成30年度の効果

県観光戦略課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 2

●
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　審査会により事業者からの提案内容を精査し、必要最低限の費用についてのみ事業費と                                                                                   
して計上されていることを確認している。ａ／ｂ                                                 

　新型コロナウイルス感染症の影響の影響により変化した新たな旅行スタイルに対応した○
施設整備など、旅行者のニーズに即した宿泊施設の取組に対して支援を行う。○ ○● 0 0 ●

○

○

○

- - - - - -- - -

○
○

○ ● ○ ○
　新型コロナウイルス感染症の拡大により観光客は減少しているものの、収束後の需要回

○復期に向け、宿泊施設の改修等に対する支援を継続する必要がある。

○

○○ ● ○
　アンケートやヒアリングの結果、依然として事業の継続を求める声は多い。

●

○● ○
□ □ ■

○□

　県全体における観光拠点の整備を戦略的に実施する事業であるため、県以外による実施 自己評価の「Ｂ」をもって妥当とする。
は不可能である。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和01 令和02 04 23

0404010214 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化ＩＣＴを活用した訪日外国人受入態勢整備事業
観光客のニーズに対応した受入態勢の整備と、観光人材・事業者の育成02

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 2261 笠井　潤 齊藤　零

令和01 令和02

　台湾等からのチャーター便の就航や外航クルーズ船の寄港数の増加等に伴い、近年更に増加傾向に　重点市場での集中プロモーションやコンテンツ開発、受入態勢整備等を実施した結果、本県の訪日
ある台湾や香港、欧米圏等からのＦＩＴ（個人旅行者）層の誘客促進を図るため、ストレスフリーに外国人宿泊者数は、H28年62,360人泊からH29年95,130人泊と大幅に増加し、H30年（1-8月）も60,690
県内周遊できる受入態勢を整備する。人泊（対前年117%）となっているが、東北全体では約136%と本県よりも東北各県の増加率が高い。

　このような状況を踏まえ、本県を訪れる外国人旅行者がストレスなくスムーズに県内を周遊できる
よう、ＩＣＴ技術を活用し、多言語による案内機能の充実や旅行口コミサイトの活用促進、空港起点
の二次交通整備の促進など、更なる外国人旅行者の受入態勢強化を図る必要がある。 ● ○

県

一般消費者等　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、現状海外への渡航は強く制限されており、日本を
訪れる外国人旅行者が極めて少なくなっている。��　事態が収束して再度海外旅行への機運が高まり
始めた時に、スムーズに外国人観光客の受け入れを行うことができるように今から準備して態勢を整

　ＱＲコードを活用した観光案内板の多言語化や、「旅行口コミサイト活用及びキャッシュレス決済えておく必要はある。しかし、いつ収束するかは見通せない状態であるため、いつまでにどの程度整
導入研修」の開催、プッシュ型配信による主要観光地における街歩き周遊案内、空港起点の二次交通備を進めておくべきか判断が難しい。
整備に対する専門家アドバイザー派遣等を行う。

● ○ ○■ □ R01 08

● ○ ○

□ □ ■ □
□

秋田の観光創生推進会議の総会や幹事会において、訪日外国人旅行者が増加傾向にあることから、多

言語による周遊案内などの受入態勢整備等に関するニーズが高い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

アキタノインバウンド対応力レベルアップ事観光案内所の訪日外国人に対する案内機能の強化と、秋田港への寄港が増加している外航
01 業 クルーズ船の乗船客向け観光案内を実施して、旅行者の満足度向上を図る。                 13,049      13,606                                         26,655

ＩＣＴを活用した周遊促進事業 GPS連動の音声ガイド等のICTを活用し、訪日外国人の県内周遊を促進することで、滞在時02
間や観光消費額の増加を狙う。                  8,999      17,451                                         26,450

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       53,105                22,048                            31,057            

東北観光復興対策交付金        42,483     24,845                                       17,638            

            0                                                                  

                                                                               

      4,410       6,212                                                   10,622



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

ＱＲコードを通じた外国語サイトへのアクセス数

● ○●各ＱＲコードのアクセス件数
○● ○○○

○ ● ●
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○     2,000                             1,000                                         

                            1,895                                                  

○ ●ｂ／ａ       189.5%     0%                               

○○ ○特になし
令和01年度の効果 平成30年度の効果

委託業務実績報告書
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 2

多言語対応アプリケーションダウンロード数

●アプリダウンロード総数

●○

○ ●
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○              25,000                  20,000                                         

　事業毎に内容を精査し、事業の廃止や統合を行うなど、コストの縮減に努めている。              19,732                                                               

ｂ／ａ              98.7%     0%                         

特になし

アプリ管理システム「JorudanStyle Analytics」 　様々な媒体を用いて受入態勢を整備していくことは、外国人旅行者の利便性の向上及び○
周遊促進を図る上で重要である。また、より効果的に事業を推進するためには、官民一体● ○○ 0 4 ○ で継続して事業を推進する必要がある。

○

○

●

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　現状誘客できる状況にないが、海外旅行の機運が高まった際スムーズに旅行者の受入が

○できるように、態勢整備は進めておく必要がある。

○

○● ○ ○
　県内の外国人旅行者の宿泊数は増加傾向にあることから、多言語化等の受入態勢整備に
対するニーズは高まっている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　効果的かつ効率的に成果を上げるため、市町村や民間企業等と連携を図りながら、広域
的に県が主体となって進める必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 27

0404010301 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化秋田の観光宣伝力強化事業
ターゲットを見据えた誘客プロモーションの展開03

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 2261 笠井　潤 太田　圭

平成27 令和99

　地域の観光資源の更なる磨き上げとともに、テーマを絞り込んだキャンペーンの展開や交通事業者　「秋田デスティネーションキャンペーン（秋田ＤＣ）」等の成果や課題を踏まえ、官民一体となっ
等とタイアップした誘客宣伝事業などにより、県外からの誘客を図る。た誘客宣伝活動を継続して実施するものであり、マーケットやターゲットを絞り込み、地域の主体的

な取組と連動しながら、情報発信や誘客プロモーションを着実に推進する。また、首都圏の主要駅等
における誘客宣伝事業の展開や、大規模観光博覧会への出展などで、秋田の認知度や観光力の向上、
効果的な誘客促進を図る。

● ○

県、秋田の観光創生推進会議

旅行者、旅行予定者、観光事業者、県民　国内の観光流動は、人口の減少等により縮小していくことが見込まれるが、海外からの観光客は拡
大傾向にある。国内外からバランスよく誘客を図ることが必要である。

　マーケットやターゲットを絞り込んで官民一体で誘客宣伝事業を継続的に実施するほか、隣県での
ＰＲイベントの開催や首都圏での大規模イベントを活用した観光ＰＲ等により、県外からの誘客を図
る。

● ○ ○■ □ H31 03

● ○ ○ （一次評価結果）��　官民一体となった組織によるオール秋田による情報発信等は必要であるとともに、「ツーリズ
ムEXPO」をはじめとする大規模イベントや、隣県でのプロモーションは情報の発信力が高く、更なる誘客が期待でき
ることから、継続実施すべき事業である。

□ □ ■ □
□

　引き続き官民一体となった誘客宣伝事業を実施するほか、大規模ベント等を活用したプロモーションなど、ターゲ
　秋田の観光創生推進会議の総会や運営幹事会において、ニーズ等をヒアリングしたところ、官民一 ットを絞った事業展開を図った。

体組織の継続や大規模イベント等を活用したプロモーションを希望していた。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

「秋田犬の里」集中プロモーション事業 「秋田犬」をキラーコンテンツに、首都圏や隣県等で年間を通じた観光キャンペーンを展
01

開する。      94,172      69,793      43,270      43,270      43,270      43,270              

多様な民間事業者とタイアップした誘客推進本県への継続的な誘客促進を図るため「秋田の観光創生推進会議」に負担金を支出する02
事業      25,000      25,000      25,000      25,000      25,000      25,000              

教育旅行誘致事業 北海道や首都圏等で開催される誘致セミナーへの参加や教育旅行誘致のための学校訪問を
03              行う。         565         632         786         786         786         786

世界遺産を活用した誘客促進事業 世界自然遺産を有する１都１道３県が連携し、共同でＰＲするとともに、世界遺産を活用
04 した商品造成を促進する。       1,111                               1,592       1,111       1,111       1,111

国内向けデジタルマーケティング事業 本県へのアクセスが比較的容易な地域（首都圏や関西圏等）に対し、既存動画や写真素材05
             を活用したデジタルプロモーションを展開し、併せて情報の分析も実施する。                  7,000       7,000       7,000                 7,000

                                                                               

                 119,737      97,017      77,167      77,167     77,167      77,167

地方創生推進交付金                   25,134      25,134      25,134     44,815      34,536      25,134

                                                                               

             地方活性化対策基金繰入金      69,922                                                        

     62,481      52,033      5,000      52,033      52,033      52,033              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

延べ宿泊客数

○ ●●宿泊旅行統計調査
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施する「宿泊旅行統計調査」の集計結果が現時点で発表になっていないこと
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 による（７月以降）。なお、上記調査の速報値（3,600,020人）において目標値に対する

達成率が１００％を超えていることから、有効性はあると判断する。 ○ 3,700,000               3,500,000 3,600,000  3,800,000                              

 3,505,130                                                                          

○ ●ｂ／ａ 100.1%     0%     0%     0%                         

○○ ○前年比（Ｈ３０確定値）：東北4.4％増、全国5.6％増
令和01年度の効果 平成30年度の効果

観光庁「宿泊旅行統計調査」
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

●○●○ 0 7

○
○○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ● ○ ○

○                                                                                   

　秋田の観光創生推進会議において、市町村や民間事業者からの応分を負担を求めるなど                                                                                   
しているほか、各事業に紐づく大規模イベントでは、市町村や観光団体等の持ち出しによａ／ｂ                                                 
る催しを積極的に実施するなど、コストの削減に努めている。

　官民一体となったオール秋田での情報発信は、様々な媒体を活用できることなどから効●
果的なほか、大規模イベントや隣県等でのプロモーションは情報発信力が高く、更なる誘○ ○○ ○ 客に期待できることから、継続実施すべき事業である。

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　平成２４年度から３年間にわたり実施したキャンペーンの効果を引き続き継続させるた

○め、首都圏をはじめ近隣県等からの誘客を促進する必要がある。

○

○● ○ ○
　秋田の観光創生推進会議の会員からの聞き取りなどから、当県の情報発信の強化が求め
られており、ニーズが高いことが分かる。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　最大限の効果を引き出すため、市町村や民間企業等と連携を図りながら、オール秋田で
県が主体的に取り組む必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成30 令和02 04 27

0404010302 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化重点市場におけるＦＩＴ誘客プロモーション事業
ターゲットを見据えた誘客プロモーションの展開03

観光文化スポー 観光振興課 誘客推進班 2265 笠井　潤 柴田　潤也

平成30 令和99

　航空路線の誘致及び秋田泊旅行商品の造成・販売を促進し、東アジアを中心とする海外からの外国　国では平成28年を「東北観光復興元年」と位置付け、東北観光復興対策交付金等を活用して、2020
人宿泊者数を増加させ、秋田県経済の活性化を図る。年までに東北の外国人宿泊者数を約3倍の150万人泊に押し上げることを目指している。平成28年にお

ける本県の外国人宿泊者数は、対前年比で25.1%増と東北全体の23.3%を上回るものの、宿泊者数は東
北最下位である。このような状況を踏まえ、訪日外国人旅行者の更なる誘客を図るため、本県が重点
市場と位置付ける台湾、韓国、タイ、中国及び香港において、特に増加傾向にあるＦＩＴを対象に、
ＳＮＳ等を活用した情報発信を強化するとともに、秋田泊旅行商品の造成と販売促進を図るための誘 ● ○
客プロモーションを展開する必要がある。

県

航空会社、旅行会社、一般消費者等　日本全体での訪日外国人客数は年々増加しているものの、航空路線の維持・拡充や海外誘客プロモ
ーション事業を遂行するにあたっては、世界経済や外交関係、テロや災害等イベントリスクなどの外
部要因に大きく左右されることが多い。

台湾、中国、韓国、タイ等での誘客プロモーションの実施��（現地セミナーの実施、旅行博等出展、
旅行会社・メディア招聘、ＳＮＳを活用した情報発信）

● ○ ○■ □ R01 12

○ ● ○ （一次評価結果）��　東北各県と比較し、外国人延べ宿泊者数の伸び率が低い状況が続いている本県において、観光
関連産業の振興による地域の活性化を図るためには、訪日者数の伸びが著しい台湾・中国・韓国・タイの重点市場に
おいて、長期的視点に立った誘客プロモーション活動を実施する必要がある。

□ □ ■ □
□

　訪日外国人の旅行客の動向を踏まえ、台湾・中国・韓国・タイの重点市場を主なターゲットにした

誘客への取組を必要としている事業者が多い。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

台湾誘客促進事業 観光情報等の発信を強化するほか、トップセールス、商談会の開催等により、秋田泊旅行
01

商品の造成及び販売を促進する。      24,105      48,483      80,192      80,192      80,192      80,192              

韓国誘客促進事業 韓国で人気のスキー、温泉などの情報発信を強化し、本県への旅行需要が高い冬季を中心02
に、秋田泊旅行商品の造成及び販売を促進する。      12,145      37,331      15,296      15,296      15,296      15,296              

タイ誘客促進事業 観光情報の発信を強化するほか、観光と食によるトップセールス、教育旅行関係者の招請
03              等により秋田泊旅行商品の造成及び販売を促進する。      25,822      37,184      29,617      29,617      29,617      29,617

中国・香港誘客促進事業 観光情報の発信を強化するほか、航空会社と連携した旅行社招請等により秋田泊旅行商品
04 の造成、販売を促進する。      47,676                   40,157      67,375      47,676      47,676      47,676

市場別情報発信強化事業 訪日外国人観光客を本県へ誘客するために、パンフレットやホームページを活用した、外05
             国人目線での多言語情報発信を行う。                                                   4,452            

東京オリ・パラを活用した誘客促進事業 東京オリパラを活用した誘客促進06                                                               13,053            

                 102,229     207,878     172,781     172,781    172,781     172,781

東北観光復興対策交付金                   75,384      75,384      75,384     84,941     156,627      75,384

                                                                               

             諸収入                      6                                 6            

     51,245      97,391     17,288      97,397      97,397      97,397              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

秋田県外国人宿泊者数（全施設）

○ ●●県内宿泊施設の外国人延べ宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施している「宿泊旅行統計調査」の集計結果（確定値）の公表が7月以降に
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 なるため、現時点で判定できないが、目標値に対し、速報値（130,780人泊）が87%である

ことから有効性をＢと判定した。 ○   175,000                 125,000   150,000    200,000                              

   123,430                                                                          

○ ●ｂ／ａ  98.7%     0%     0%     0%                         

○○ ○東北、全国ともに前年比増
令和01年度の効果 平成30年度の効果

観光庁宿泊旅行統計調査
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

●
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　重点市場（台湾、韓国、タイ、中国）に特化した事業を展開し、費用対効果を意識した                                                                                   
執行に取り組んでいる。ａ／ｂ                                                 

　事業効果の指標である外国人延べ宿泊者数は年々増加しているものの、東北では依然最●
下位であることから、コロナウイルスの終息時期を見据え、直行便の誘致活動を強化する● ○○ 0 0 ○ とともに、航空会社や旅行会社と連携した誘客プロモーションを実施する必要がある。

○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　外国人観光客の増加による県内経済の活性化を図るためには、訪日意欲が旺盛で、長期

○的な成長が見込まれる東アジアからの誘客に取り組む必要がある。

○

○○ ● ○
　海外からの誘客は、県内消費を活発化させ、県内経済の活性化に結びつくものであり、
さらなる外国人宿泊者数の増加が求められている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　海外からの誘客を図るためには、市町村の圏域を超えた挙県的な取組みが効果的である
ことから、県が関与する必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和01 令和02 04 22

0404010304 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化東北デスティネーションキャンペーン推進事業
ターゲットを見据えた誘客プロモーションの展開03

観光文化スポー 観光振興課 調整・観光地育成班 8602261 笠井　潤 佐藤　守

令和01 令和03

　国内外から東北への観光流動を促進させるとともに、多くの魅力に触れてもらうことで滞在時間の　東日本大震災により、風評被害等の影響で観光客が減少傾向にあったことなどから、令和３年４月
増加につなげ、東北域内周遊を活性化させる。また、東北の中で本県を選んでもらえるよう本県独自から６か月間、東北一丸で「東北デスティネーションキャンペーン」を開催し、東北の新しい姿を見
の取組により、入込客数や宿泊客数の増加を図る。てもらえるよう、観光素材等の魅力を国内外に発信するとともに、東北の活性化に寄与する観光の仕

組みを構築しながら、誘客の促進を図る。

● ○

東北デスティネーションキャンペーン推進協議会

国内外の旅行者・旅行予定者　国内の観光流動は、人口減少等の影響により縮小していくことが予想されるが、海外からの観光客
は拡大傾向のため、国内外へ向けてバランス良くプロモーションを展開する必要があるほか、東北を
対象地域とした広範囲のキャンペーンになることから、周遊促進の取組を強化するとともに、東北の

　ウェブサイト等を活用したデジタルプロモーションにより、ターゲットを絞り効果的な情報発信を中で本県を選択してもらえるよう観光コンテンツの開発や掘り起こしを進める必要がある。
実施するとともに、新たな取組として広域周遊ルートの作成や様々な交通事業者と連携しながら、国
内外からの誘客を促進する。

● ○ ○■ □ R02 03

● ○ ○

□ □ □ □
■ 秋田の観光創生推進会議総会

　東北を訪れる外国人観光客の割合は全国的に見ると少ないことから、東北広域でインバウンド向け

の情報発信を強化し、東北域内への誘客を期待している事業者が多い。また、減少傾向にある国内の

誘客を促進するため、大規模キャンペーン開催の要望がある。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

東北デスティネーションキャンペーン推進事東北ＤＣの成功に向けて、官民一体で「東北ＤＣ推進協議会」の実施事業を推進し、東北
01 業 ＤＣ開催期間中の誘客を促進する。                  2,850      59,585      59,585                             122,020

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      122,020                 2,850                            59,585      59,585

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      2,850      59,585                59,585                             122,020



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

延べ宿泊者数

○ ●●県内宿泊施設への延べ宿泊者数
○○ ○○○

○ ● ●　観光庁が実施する「宿泊旅行統計調査」の集計結果が現時点で発表になっていないこと
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 による（７月以降公表予定）。なお、上記調査の速報値（3,600,020人）において目標値

に対する達成率が100％を越えているが、未確定の数値のため、Ｂ判定とする。 ○ 3,700,000                         3,600,000  3,800,000                              

 3,505,000                                                                          

○ ●ｂ／ａ           0%     0%     0%                         

○○ ○前年比（H30確定値）全国+5.6% 東北+4.4%
令和01年度の効果 平成30年度の効果

宿泊旅行統計調査
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 7

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　東北ＤＣのプロモーションは、他団体や交通事業者等の宣伝媒体についても活用すると                                                                                   
ともに、ターゲットや展開時期を明確にした情報発信を展開することでコストの縮減に努ａ／ｂ                                                 
めている。

　東北ＤＣは、ＪＲ駅等の全国の媒体を活用することが出来るなど、強力な宣伝展開が可●
能になるとともに、東北域内で実施することで、海外からのチャーター便等の航空路線が○ ○○ ○ 少ない本県においては、更なる誘客に結び付ける好機となることから、継続実施すべき事
業である。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　外国人や減少傾向にある国内の観光客の需要を喚起するため、東北ＤＣを契機として情

○報発信を強化する必要がある。

○

●● ○ ○
　秋田の観光創生推進会議の会員への聞き取りなどから、本県ならではの魅力を国内外へ
発信することが求めらている。

○

○● ○
□ □ ■

○□

　東北域内の広域的な取組により、効果的に東北ＤＣを展開するため、県が主体的に進め
ながら市町村や関係団体と連携し、オール秋田でキャンペーンを展開する必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 04 24

0404010401 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化あきたびじょんブランド化推進事業
多様なメディアや新たな手法を活用した秋田ファンの拡大04

観光文化スポー 観光戦略課 あきたびじょん班 1073 佐藤　功一 中嶋由美子

平成26 令和02

　秋田の暮らしの中にある豊かさ、新しい秋田の楽しみ方を各種媒体で提案することにより、秋田フ　「あきたびじょん」で表現した秋田の統一的なイメージ「高質な田舎」に基づき、様々な媒体を活
ァンを拡大するとともに、秋田への誘客や県産品の販売を増加させる。用し秋田の魅力を発信することで、本県の印象度を高め、秋田ファンの拡大を図る必要がある。また

、多様なメディアを活用し、県内外に秋田の魅力を発信することで、本県への人の動きを創出し、秋
田への旅行や県産品の購入などの消費行動に導く必要がある。

● ○

秋田県

県民及び県外・国外の方々　スマートフォンなど多様な情報通信端末が普及する中、各種ＳＮＳを積極的に活用し県民参加型の
情報発信を進めている一方で、幅広い世代に対して情報発信力のあるテレビ等の既存メディアの活用
が十分とは言えない。

本県が目指す「高質な田舎」の実現に向けて、新たな秋田の魅力の発掘や様々な媒体を活用した情報
発信を総合的に展開することにより、本県の更なるイメージの向上を図る。

● ○ ○□ ■ R01 07

○ ● ○ （一次評価結果）��ＷＥＢマガジンや県ゆかりの著名人とのネットワークを活用した情報発信により、着実に秋田フ
ァンの層が厚みを増している。今後も「あきたびじょん」で表現した統一イメージ（高質な田舎）に基づき、庁内各
課や県民と連携しながら、様々な媒体により本県の魅力をアピールし、秋田ファンの一層の拡大を図る。

■ ■ □ □
□ 地域ブランド調査、総合政策審議会専門部会

・地域ブランド調査「情報接触度」都道府県順位：秋田県　R1 32位（H30 32位）��・H30専門部会提

言書：県民の参加を促すためには、まず県民に地域の魅力を知っていただく必要があることから、地

元のテレビ局番組をはじめとした地域のパブリシティを有効に活用すべきである（一部抜粋）

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

魅力発信と情報交流による秋田ファンの拡大SNSを活用した情報発信・収集やＷＥＢマガジンの発行、県ゆかりの人とのネットワーク
01

を活用し、新しい秋田の楽しみ方や魅力を提案する。      55,169      44,527      37,785                                               

「秋田の眠れる魅力」発見・発信事業 これまでの「あきたびじょん」の取組により蓄積された情報等を積極的に発信し、本県が02
テレビ番組等で取り上げられる機会の拡大を図る。                  3,224       1,782                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  55,169      47,751                            39,567            

                                                                               

                                                                               

                                                                               

     47,751      39,567     55,169                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

あきたびじょんフェイスブックページのファン数

● ○●あきたびじょんフェイスブックページのファン数（いいね数）
●○ ○●○

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○    53,000                  43,000    48,000                                         

    56,419                  56,547                                                  

○ ●ｂ／ａ 131.2% 117.8%     0%                               

○○ ○公式な統計データなし。観光戦略課調べでは東北２位、全国５位
令和01年度の効果 平成30年度の効果

あきたびじょんフェイスブックページ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 3

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

安価で情報の発信・拡散が可能なSNSを効率的に活用し、コストの縮減に取り組んでいる                                                                                   
。ａ／ｂ                                                 

各種SNSのフォロワー数が年々増加するなど着実に秋田ファンの層が厚みを増してきてい○
るほか、県がメディアで取り上げられる件数も増えてきており、効果的に県の魅力を県内○ ○○ ○ 外に発信している。今後も県ゆかりの大使と連携した取組や、時機を捉えて県民参加型の
企画を実施するなど、本県の魅力を全国にアピールし、秋田の一層のイメージ向上を図る○
。

○

●

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
秋田の旬の情報や魅力について、各SNSの特性を活かした情報発信を展開したほか、本県

○がテレビ等で取り上げられる機会の拡大に向けて、メディアに向けた情報発信、提案活動
を行った。 ○

○○ ● ○
県の話題や情報への接触度(情報接触度)は、平成30年度、令和元年度とも全国32位と横ば
いとなっている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

「あきたびじょん」で表現した統一イメージ（高質な田舎）を形成していくためには、県
が主体的に情報発信を行うことが妥当である。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成25 令和02 04 20

0404010501 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化環日本海クルーズ推進事業
国内外のクルーズ船の誘致と受入環境の整備05

建設部 港湾空港課 調整・クルーズ・空港班 2541 伊藤　邦昭 畠山　幸樹

平成25 令和69

　日本海側に位置する港湾が連携して環日本海クルーズの魅力を情報発信し、港湾の必要な受入体制　近年の対岸諸国の経済発展によりクルーズ客船による外国人旅行者数が増加しており、日本海側港
を整備することにより、本県へのクルーズ船の寄港を促進する。これにより、地域振興や経済の活性湾が連携して環日本海クルーズの魅力を情報発信し、クルーズ振興を推進することで、施策目標の達
化を図る。成に向けた大きな効果が期待される。平成２３年に外航クルーズ機能で日本海側拠点港に選定された

小樽港・伏木富山港・金沢港・舞鶴港・境港では、クルーズの誘致にあたり連携を図る港として、秋
田県内の港を位置づけている。外航クルーズは朝に入港し背後地を観光した後、夜に出港し次の港へ
移動する周遊型であり、複数港が連携した誘致活動を行うことが極めて有効となる。 ● ○

県、環日本海クルーズ推進協議会

船社、旅行代理店等　クルーズ船の寄港による地域振興を図ろうとしている自治体が増加し、１００を超える自治体が全
国クルーズ活性化会議に参加し、積極的な誘致活動を行っている。このため、本県港湾の受入体制の
整備や寄港地としての魅力をさらに向上させ、クルーズ振興を推進していく必要がある。

　小樽港・伏木富山港・舞鶴港で当初設立した環日本海クルーズ推進協議会に参加し、広域的な連携
のもと、港湾施設の状況や地域の魅力を発信するウェブサイトを設け、船社・旅行代理店への説明会
を共同で開催するほか、大型クルーズ船寄港に必要な受入体制を整備する。

● ○ ○■ □ H31 03

● ○ ○ （一次評価結果）��クルーズ船会社のニーズを踏まえた誘致活動を展開した結果、平成３０年度は暴風などの影響も
あり、前年度よりもやや寄港数が下回ったが、平成３１年度は、過去最高の寄港予定数となっている。また、旅客を
迎え入れるターミナルや、ツアーバス等の駐車場も整備され、より力強い誘致活動が可能となった。��これらから、

□ □ □ □ 今後もクルーズ船受け入れによる地域経済の活性化を図るため、引き続き計画に基づいた取り組みを戦略的に展開し
■ あきたクルーズ振興協議会による意見交換 ていく。

　本県に寄港するクルーズ船の誘致や受け入れを行い、地域振興や経済の活性化に資することを目的

とした「あきたクルーズ振興協議会」が設立され、今後、官民一体となってクルーズ振興を推進して

いく体制が構築された。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

環日本海クルーズ推進事業 環日本海クルーズ推進協議会の負担金、記念式典経費、歓迎イベント経費等
01

     28,945       2,420       3,569       3,569       3,569       3,569              

環日本海クルーズ施設整備事業 歩道の測量、設計、整備費02
    327,945      69,886      31,500      50,000      50,000      50,000              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                 356,890      72,306      53,569      53,569     35,069      53,569

                                                                               

一般事業債                  245,900      52,400      23,600      37,500      37,500      37,500

                                                                               

     19,906      11,469    110,990      16,069      16,069      16,069              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

クルーズ客船の寄港回数

● ○●各年度寄港回数
○● ○○○

○ ● ●
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○        24                      21        22         26                              

        17                      21                                                  

○ ●ｂ／ａ    81%  95.5%     0%     0%                         

○○ ○青森港（R1/H30）＝27/26
令和01年度の効果 平成30年度の効果

日本海側拠点港計画書
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 4

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

事業実施に当たっては、他港と連携した取り組みを行うなど、コスト縮減に取り組んでい                                                                                   
る。ａ／ｂ                                                 

旅客を迎え入れるターミナルや、ツアーバス等の駐車場も整備されたことから、より力強●
い誘客活動が可能となり、クルーズ船会社のニーズを踏まえた誘致活動を展開した結果、○ ○○ ○ 令和元年度は過去最高の寄港数となった。今後もクルーズ船の受け入れによる地域活性化
を図るため、計画に基づいた取り組みを戦略的に展開していく。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
増大するクルーズ需要を効果的に本県に取り込むため、クルーズ市場の現状や今後の動向

○、寄港地へのニーズを踏まえた誘致活動を展開していく必要がある。

○

●● ○ ○
大型クルーズ船が寄港することにより、バスやタクシー、レンタカーなどの交通事業者等
への経済効果が期待できるほか、食事や買い物などによる経済効果も期待できることから
、住民ニーズは増大している。

○

○● ○
□ □ ■

○□

県が港湾管理者として、埠頭の整備や管理などを行っていく必要がある。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成28 令和02 04 20

0404010502 秋田の魅力が際立つ 人・もの交流拡大戦略

01 地域の力を結集した「総合的な誘客力」の強化「秋田港クルーズ」まちづくり拠点形成事業
国内外のクルーズ船の誘致と受入環境の整備05

建設部 港湾空港課 調整・クルーズ・空港班 2541 伊藤　邦昭 畠山　幸樹

平成28 令和69

　クルーズ船寄港地である土崎地区の賑わい創出と活性化を目指し、クルーズ拠点を活かした「みな　近年の東アジア諸国等の経済発展により、クルーズ客船による外国人旅行客は増加傾向にあり、２
とまちづくり」を推進するため、官民協働による「まちづくり」戦略の検討や人材育成、地域の情報０１８年の日本国内における外国船社と日本船社のクルーズ船寄港回数は過去最高を記録し、訪日ク
発信環境を整える。ルーズ旅客数も２００万人を超え、国ではクルーズ船の寄港による地域 の活性化に向け、クルーズ

船の受入環境の整備や寄港地観光の上質化等に引き続き取り組むことにしている。　　　　　　　　
　秋田県においてもクルーズ客船の増加は年々増加しているものの、一度に多数の乗船客を運ぶクル
ーズ船の寄港は、物資の補給や特産品等の購買、港エリア周遊等、地域への経済効果が大きく、地域 ● ○
振興や経済活性化等のため、更なる寄港増加が望まれるところである。

県

民間団体、観光・交通等の事業者、行政等　県がインバウンド誘客の推進に取り組む中、増加する外航クルーズ船の需要を取り込み、地域活性
化へと結び付けるためには、クルーズ拠点を活かした「みなとまちづくり」の観点から官民共同によ
る取組を推進する必要がある。

　平成２９年度に設立された、官民協働の組織である「あきたクルーズ振興協議会」を軸に、戦略構
想を策定するための調査や情報発信環境の整備を継続して行っている。

● ○ ○■ □ H31 03

● ○ ○ （一次評価結果）クルーズ船会社のニーズを踏まえた誘致活動を展開した結果、平成３０年度は暴風などの影響もあ
り、前年度寄港数をやや下回ったものの、平成３１年度は過去最高の寄港予定数となっている。また、旅客を迎え入
れるターミナルや、ツアーバス等の駐車場も整備されたことから、より力強い誘客活動が可能となった。これらから

□ □ □ □ 、今後もクルーズ船の受け入れによる地域経済の活性化を図るため、計画に基づいた取り組みを戦略的に展開してい
■ あきたクルーズ振興協議会による意見交換 く。

　近年のアジアにおけるクルーズ需要の増大を背景に、クルーズ船の寄港数は大幅な増加が見込まれ

ており、今後の地域振興や経済活性化の核として、クルーズに大きな期待が寄せられている。　　　

全国規模でクルーズ振興や誘致に係る情報共有・意見交換を行い、港を通じた地域振興・経済活性化

に資することを目的とし、「全国クルーズ活性化会議」が設立されている。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

「秋田港クルーズ」まちづくり拠点形成事業クルーズ船寄港地の賑わい創出と活性化を目指し、クルーズ拠点を活かした「みなとまち
01

づくり」を推進する。      19,438      13,756      15,607      15,607      15,607      15,607              

秋田港クルーズ受入環境強化事業 クルーズターミナル完成とクルーズ列車の本格運行を契機とし、秋田県全体のクルーズ受02
入態勢を強化するとともに、特色ある港としてのポートセールスを強化する。      20,666      37,895      71,971      71,971      71,971      71,971              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  40,104      51,651      87,578      87,578     87,578      87,578

地方創生推進交付金                   32,131      43,789      43,789     16,224      25,825      43,789

                                                                               

                                                                               

     25,825      55,447     23,880      43,789      43,789      43,789              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

クルーズ船寄港回数

● ○●実績数
○● ○○○

○ ● ●
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○        24                      21        22         26                              

        17                      21                                                  

○ ●ｂ／ａ    81%  95.5%     0%     0%                         

○○ ○青森港（R1/H30）＝27/26
令和01年度の効果 平成30年度の効果

港湾空港課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 4

●
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

事業実施に当たっては、他港と連携した取組を行うなど、コスト縮減に取り組んでいる。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

旅客を迎え入れるターミナルや、ツアーバス等の駐車場も整備されたことから、より力強●
い誘客活動が可能となり、クルーズ船会社のニーズを踏まえた誘致活動を展開した結果、○ ○● 0 0 ○ 令和元年度は過去最高の寄港数となった。今後もクルーズ船の受け入れによる地域経済の
活性化を図るため、計画に基づいた取組を戦略的に展開していく。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
増大するクルーズ需要を効果的に本県に取り込むため、クルーズ市場の現状や今後の動向

○、寄港地へのニーズを踏まえた誘致活動を展開していく必要がある。

○

○● ○ ○
大型クルーズ船が寄港することにより、バスやタクシー、レンタカーなどの交通事業者等
への経済効果が期待できるほか、食事や買い物などによる経済効果も期待できることから
住民ニーズは増大している。

●

○○ ●
□ □ □

○■

クルーズ船誘致は、港湾管理者である県が地元市町村や民間事業者と協働で取組を推進す
ることにより、戦略的な売り込みが可能となることから、県が関与する必要がある。


